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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　連結経営指標等

回次
第125期

第３四半期連結
累計期間

第125期
第３四半期連結
会計期間

第124期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 15,624 5,137 25,847

経常損益（百万円） △856 △223 67

四半期（当期）純損失（百万円） 897 239 278

純資産額（百万円） － 928 2,000

総資産額（百万円） － 26,309 28,463

１株当たり純資産額（円） － 6.84 14.82

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
6.70 1.79 2.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 3.5 7.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
448 － 363

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△411 － △393

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
638 － △608

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 1,048 387

従業員数（人） － 783 738

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

　　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していない。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、

主要な関係会社における異動もない。

　

　

　

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 783  

　（注）　従業員数は、当社グループ（当社及び連結子会社）から当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外

　　　　　から当社グループへの出向者を含む就業人員である。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 482 (51)

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、臨時雇用者数

　　　　　は、当第３四半期会計期間の平均人員を（）外数で記載している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

工業製品事業（百万円） 2,717

建材製品事業（百万円） 1,882

合計（百万円） 4,600

　（注）１　上記金額は製造原価で表示している。

２　上記金額には消費税等は含まれていない。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別
セグメントの名称

受注高（百万円） 受注残高（百万円）

工業製品事業 2,955 3,854

建材製品事業 2,084 1,756

合計 5,039 5,610

　（注）　上記金額には消費税等は含まれていない。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

工業製品事業（百万円） 3,014

建材製品事業（百万円） 2,123

合計（百万円） 5,137

　（注）１　当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（百万円） 割合（％）

住軽商事㈱ 702 13.7

２　上記金額には消費税等は含まれていない。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はない。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1)業績の状況　

　当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、サブプライムローンに端を発した金融市場の混乱による海外経済の減

速を受け、輸出や設備投資の減少、個人消費の低迷など、景気は急速に悪化傾向を強めてきた。

　アルミ加工業界においても、需要の急激な減退や企業間競争の更なる激化など、経営環境は引き続き厳しい状況で推

移した。

　この間、当社グループは、営業面においては、工業製品や建材製品の受注の確保及び価格是正に加え、営業拠点の見直

しや新規市場開拓部門の新設など営業体制の強化に努めてきた。

　また、生産面においては、生産性の改善、品質の向上に取り組むとともに、購入価格の削減、経費の圧縮などコストダ

ウンに傾注した。

　その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は、5,137百万円となった。

　損益面においては、売上高の減少に加え、運賃や諸資材の価格上昇及び品種構成の変化などにより、営業損失は158百

万円、経常損失は223百万円、四半期純損失は239百万円となった。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

　

①工業製品事業　

　工芸施設は減少したが、熱交換器が好調に推移したことなどにより、売上高は3,014百万円、営業利益は80百万円と

なった。

　

②建材製品事業　

　建築金物は増加したが、トラック・自動車関連部材の需要の減退などにより、売上高は2,123百万円、営業損失は70百

万円となった。

　

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。　

　

①日本

　建材製品の減少等により、売上高は4,729百万円、営業損失は31百万円となった。

　

②タイ

　熱交換器の需要増により、売上高は486百万円、営業利益は41百万円となった。

　

 

(2)キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、営業活動や財務活動による収入などにより、第２四半期連結

会計期間末から658百万円増加の1,048百万円となった。

　

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

　

　①営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税金等調整前四半期純損失を計上したが、仕入債務の増加などにより206百万円の収入となった。

　

　②投資活動によるキャッシュ・フロー

　　設備投資などにより199百万円の支出となった。

　

　③財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金の借入などにより654百万円の収入となった。
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(3)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

　

(4)研究開発活動　

　当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は13百万円である。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

四半期報告書

 6/30



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　特に記載すべき事項はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 250,000,000

後配株式 100,000,000

計 350,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年2月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 92,130,000 92,130,000
大阪証券取引所市場第

二部
（注１）

後配株式 41,700,000 41,700,000 ――― (注１、２）

計 133,830,000 133,830,000 ――― ―――

　（注）１　１単元の株式数は1,000株である。

　　　　２　後配株式の内容は、次のとおりである

（１）　議決権を有している。

（２）　本株式に対する利益配当は、普通株式に対する利益配当が１株につき年６円以上の場合は同額と

　　し、１株につき年６円未満の場合は行わない。

（３）　本株式は、普通株式に対して１株につき年６円以上の利益配当を決定した株主総会の終了時から普

　　通株式に転換する。

（４）　本株式から転換した普通株式に対する最初の利益配当については、転換がなされた時の属する事業

　　年度の初めに転換があったものとみなして支払う。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

　

　

　

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成20年10月１日～

　平成20年12月31日
－ 133,830 － 2,054 － －
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（５）【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。

　

　

　

　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    19,000
－ （注１）

完全議決権株式（その他）

普通株式

92,035,000
92,035 （注１、２）　

後配株式

41,700,000
41,700 （注１、３）

単元未満株式 普通株式 　 76,000 － （注４）

発行済株式総数 133,830,000 － －　

総株主の議決権 － 133,735 －

　（注）１　１単元の株式数は1,000株である。

２　証券保管振替機構名義の株式が15,000株（議決権15個）含まれている。

３　後配株式の内容は、「(1）株式の総数等　②　発行済株式」に記載している。

４　１単元（1,000株）未満の株式である。

　

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

㈱日本アルミ

大阪市淀川区三国本町三丁

目９番39号
19,000 － 19,000 0.01

計 － 19,000 － 19,000 0.01

　

　

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

四半期報告書

 9/30



２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 52 47 45 44 42 42 38 31 28

最低（円） 34 41 40 37 31 28 25 23 26

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりである。

　

役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

　取締役

　常務執行役員

　安城製造所長

　安城製造所

　材料工場長

　取締役

　常務執行役員
－　 　　上野　高　 平成20年８月１日

　取締役

　常務執行役員

　営業本部

　副本部長

　東京支社長

　取締役

　常務執行役員
　東京支社長 　　繁益　重雄　 平成20年10月１日

　取締役

　常務執行役員
　安城製造所長

　取締役

　常務執行役員

　安城製造所長

安城製造所　

材料工場長　

　　上野　高　 平成20年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,049 389

受取手形及び売掛金 ※3
 4,462 7,858

製品 1,366 1,326

原材料 1,374 896

仕掛品 2,925 2,434

その他 1,039 1,179

貸倒引当金 △23 △33

流動資産合計 12,194 14,051

固定資産

有形固定資産

土地 8,583 8,607

その他（純額） 4,457 4,732

有形固定資産合計 ※1
 13,041

※1
 13,340

無形固定資産 778 771

投資その他の資産 ※2
 295

※2
 299

固定資産合計 14,115 14,411

資産合計 26,309 28,463

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 7,485 9,163

短期借入金 10,969 10,357

未払法人税等 26 33

その他 886 936

流動負債合計 19,368 20,491

固定負債

長期借入金 4,650 4,750

退職給付引当金 985 864

役員退職慰労引当金 51 51

その他 324 306

固定負債合計 6,012 5,972

負債合計 25,380 26,463
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,054 2,054

利益剰余金 △1,294 △391

自己株式 △1 △1

株主資本合計 759 1,662

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △11 △11

繰延ヘッジ損益 △4 △0

土地再評価差額金 250 250

為替換算調整勘定 △78 82

評価・換算差額等合計 156 321

少数株主持分 13 16

純資産合計 928 2,000

負債純資産合計 26,309 28,463
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 15,624

売上原価 13,776

売上総利益 1,847

販売費及び一般管理費 ※
 2,461

営業損失（△） △613

営業外収益

受取賃貸料 65

その他 40

営業外収益合計 106

営業外費用

支払利息 235

その他 113

営業外費用合計 348

経常損失（△） △856

税金等調整前四半期純損失（△） △856

法人税、住民税及び事業税 33

法人税等調整額 5

法人税等合計 39

少数株主利益 1

四半期純損失（△） △897
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 5,137

売上原価 4,502

売上総利益 635

販売費及び一般管理費 ※
 794

営業損失（△） △158

営業外収益

受取賃貸料 22

その他 14

営業外収益合計 37

営業外費用

支払利息 76

その他 25

営業外費用合計 102

経常損失（△） △223

税金等調整前四半期純損失（△） △223

法人税、住民税及び事業税 15

法人税等調整額 △0

法人税等合計 14

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △239
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △856

減価償却費 480

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） 105

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 0

受取利息及び受取配当金 △3

支払利息 235

売上債権の増減額（△は増加） 3,338

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,074

仕入債務の増減額（△は減少） △1,687

その他 188

小計 714

利息及び配当金の受取額 3

利息の支払額 △235

法人税等の支払額 △33

営業活動によるキャッシュ・フロー 448

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △403

その他 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △411

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 722

長期借入金の返済による支出 △77

その他 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー 638

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 660

現金及び現金同等物の期首残高 387

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,048
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　会計処理基準に関する事項

の変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

たな卸資産

　通常の販売目的で使用するたな卸資産

については、従来、主として原価法に

よっていたが、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主と

して原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法）により算定している。

　この変更による損益に与える影響はな

い。

　

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」

の適用

　第１四半期連結会計期間より「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適

用し、連結決算上必要な修正を行ってい

る。

　この変更による損益及びセグメント情

報に与える影響は軽微である。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 (3) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファインス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっていたが、

「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会　会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する連結会計

年度に係る四半期連結財務諸表から適

用できることになったことに伴い、第１

四半期連結会計期間からこれらの会計

基準等を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によることとし

ている。

　また、所有権移転外ファインス・リー

ス取引に係るリース資産の減価償却の

方法については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用

することとしている。

　この変更による損益に与える影響はな

い。

　なお、リース取引開始日がリース会計

基準適用初年度開始前の所有権移転外

ファインス・リース取引については、引

続き賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理を行っている。

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高

の算出に関しては、実地たな卸を省略し、第

２四半期連結会計期間末の実地たな卸高を

基礎として合理的な方法により算定してい

る。

一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定している。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　

　　　該当事項なし。
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（減価償

却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省

令　平成20年4月30日省令第32号）に伴い、機械装置につ

いては、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を

行っている。

　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当

第３四半期連結累計期間の売上総利益は19百万円減少

し、営業損失、経常損失、税金等調整前四半期純損失は同

額増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載

している。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　10,784百万円

　

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　　投資その他の資産　418百万円

　

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理している。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれてい

る。

　

受取手形　　　　4百万円

支払手形　　　649百万円 

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　10,589百万円

　

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　　　投資その他の資産　422百万円

　

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

荷造運送費 440百万円

給料手当等 849百万円

退職給付費用　 155百万円

役員退職慰労引当金繰入額　 13百万円

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

荷造運送費 149百万円

給料手当等 277百万円

退職給付費用　 43百万円

役員退職慰労引当金繰入額　 4百万円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　(平成20年12月31日現在)

　 　

現金及び預金勘定   1,049百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1百万円　

現金及び現金同等物 1,048百万円　
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

種類 発行済株式数(株)

　普通株式 92,130,000

　後配株式 41,700,000

　計 133,830,000

　

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　21,768株

　

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項なし。

　

４．配当に関する事項

　該当事項なし。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

　
工業製品事業
（百万円）

建材製品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 3,014 2,123 5,137 － 5,137

営業利益又は営業損失（△） 80 △70 10 (169) △158

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　
工業製品事業
（百万円）

建材製品事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 9,697 5,927 15,624 － 15,624

営業利益又は営業損失（△） 125 △215 △90 (523) △613

　（注）１　事業区分は、製品の種類別区分によっている。

２　各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

工業製品事業
輸送機器・化学工業用機器・プラント設備・熱交換器・医薬用検査装置

土木工事関連製品・金属製プール・工芸品・生活用品

建材製品事業
建築金物・トラック、自動車部材の輸送関連製品・リニューアル製品

店装品・押出形材・加工品

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は523百万円であり、その主なものは提

出会社の管理部門に係る費用である。

４　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（減価償却資産の耐用年数等に関

する省令の一部を改正する省令　平成20年4月30日省令第32号）に伴い、機械装置については、第１四半期連

結会計期間より耐用年数の変更を行っている。この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当第３四

半期連結累計期間は工業製品事業の営業利益が11百万円減少し、建材製品事業の営業損失が７百万円増加し

ている。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

　
日本

（百万円）
タイ

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 4,729 486 5,216 (78) 5,137

営業利益又は営業損失（△） △31 41 10 (169) △158

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　
日本

（百万円）
タイ

（百万円）
計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 14,327 1,551 15,879 (254) 15,624

営業利益又は営業損失（△） △230 140 △90 (523) △613

　（注）　「追加情報」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正（減価償却資産の耐用年数等に関

　　　　　する省令の一部を改正する省令　平成20年4月30日省令第32号）に伴い、機械装置については、第１四半期連

　　　　　結会計期間より耐用年数の変更を行っている。この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当第３四

　　　　　半期連結累計期間の営業損失は、日本で19百万円増加している。

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 6.84円 １株当たり純資産額 14.82円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 6.70円 １株当たり四半期純損失金額 1.79円

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

　　　　２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失（百万円） 897 239

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 897 239

期中平均株式数（千株）   

普通株式

後配株式

計

92,110

41,700

133,810

92,109

41,700

133,809
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（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

(住友軽金属工業株式会社による当社の完全子会社化に

関する株式交換契約締結)

　当社は、平成21年２月９日開催の取締役会において、平

成21年７月31日を効力発生日として、住友軽金属工業株式

会社（以下「住友軽金属」とする。）を完全親会社、当社を

完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で、

株式交換契約を締結した。概要は以下のとおりである。

　

１．株式交換の目的

　住友軽金属は、中期経営計画（2010年計画）の基本方針の

1つに「グループ経営資源の有効活用と再構築」を掲げ、こ

れまでに連結子会社である日本トレクス株式会社の株式の

譲渡、同じく連結子会社である新日東金属株式会社の事業

譲渡など経営資源の集中化を進めてきた。しかし、現在、米

国の金融危機に端を発した世界的な景気後退や金融危機は

厳しさを増しており、企業基盤の更なる強化が必要な状況

に至っている。このような状況下で、住友軽金属としては、

かかる企業基盤の強化の一環として、アルミ加工品事業の

体制強化を図ることが必要であると認識している。

　一方、当社は、住友軽金属グループのアルミ加工品事業の

中核会社として経営努力を積み重ねてきた。しかし、最近の

当社を取り巻く環境は、需要減退、コストアップなど大変厳

しい状況が続いており、アルミ加工品事業の再構築が必要

な状況に至っている。このような状況の下、両社がそれぞれ

アルミ加工品事業の体制強化と事業の再構築を図るために

は、当社を住友軽金属の完全子会社とすることにより、両社

における事業戦略についてより一層の共有化を進め、経営

資源の最適かつ効率的な活用等を図り、今まで以上に機動

的なグループ経営を実現することが必要であると判断し

た。

　このような当社の完全子会社化は、住友軽金属及び当社両

社の企業価値向上に寄与し、住友軽金属グループの経営基

盤強化につながり、両社の株主にとって有益な組織再編に

なるものと考えている。

　

２．株式交換の要旨

（１）株式交換の日程

平成21年２月９日 株式交換決議取締役会（両社）

平成21年２月９日 株式交換契約締結（両社）

平成21年３月31日 株主総会基準日（当社）

平成21年６月26日（予定）

　　　　　　　株式交換承認株主総会（当社）

平成21年７月27日（予定）

　　　　　　　上場廃止日（当社）

平成21年７月31日（予定）

　　　　　　　株式交換の予定日（効力発生日）
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

（注）本株式交換は、住友軽金属においては、会社法第

796条第3項の規定に基づき、簡易株式交換の手続により、

株主総会の承認を得ずに行う予定である。

　

（２）株式交換に係る割当の内容　

会社名 住友軽金属 当社

株式交換に係る

割当ての内容　

普通株式 普通株式

1 0.31

 

（注）1. 株式の割当比率

　当社の普通株式１株に対して、住友軽金属の普通株式

0.31株を割当交付する。ただし、住友軽金属が保有する

当社の普通株式（提出日現在69,695,625株）につ

いては、株式交換による株式の割当ては行わない。ま

た、当社の後配株式41,700,000株については、その発行済

株式の全部を既に住友軽金属が有しているため、

本株式交換に際し、住友軽金属の株式その他の金銭等の

割当てを行わない。

　2. 株式交換により交付する株式数

　　　本株式交換により新たに発行する株式数

　　　　　普通株式 6,471,674株（予定）

　　　本株式交換により交付する自己株式数

　　　　　普通株式 475,767株（予定）

　上記の本株式交換により交付する株式数とその内訳

は、平成21年1月31日時点における当社の普通株式の発

行済株式総数（92,130,000株）、当社の保有する自己株

式数（23,274株）及び住友軽金属が保有する当社の普

通株式の株式数（69,695,625株）に基づいて算出してお

り、当社による自己株式の消却等の理由により今後修正

される可能性がある。

　なお、当社は、効力発生日の前日までに開催する取締役

会の決議により、本株式交換により住友軽金属が当社の

発行済株式（ただし、住友軽金属の有する当社

の株式を除く。）の全部を取得する時点の直前時におい

て有するすべての自己株式（本株式交換に関して行使

される反対株主の株式買取請求に係る株式の買取りに

よって取得する自己株式を含む。）を当該直前時におい

て消却する予定である。

　　3. 単元未満株式の取扱い

　本株式交換に伴い、住友軽金属の単元未満株式を所有す

ることとなる当社の株主においても、所有株式数に応

じて本株式交換の効力発生日以降の日を基準日とする住

友軽金属の配当金を受領する権利を有することになる

が、取引所市場において単元未満株式を売却することは

できない。住友軽金属の単元未満株式を所有することと

なる株主においては、住友軽金属の株式に関する以下の

制度を利用することができる。
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当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

　　単元未満株式の買取制度

会社法第192条第1項の規定に基づき、単元未満株主が

当社に対し、自己の有する単元未満株式を買い取るこ

とを請求することができる制度。

　

　　4. 1株に満たない端数の取扱い

　本株式交換に伴い、住友軽金属の1株に満たない端数の

交付を受けることとなる株主については、会社法第234条

第1項・2項の規定により、その端数の合計数（その合計

数に1に満たない端数がある場合は、これを切り捨てるも

のとする。）に相当する数の住友軽金属の株式を売却し、

かかる売却代金をその端数に応じて当該株主に交付す

る。　

　

３．株式交換の当事会社の概要

（平成20年12月31日現在）　

商号 住友軽金属工業株式会社

事業内容

アルミニウム・銅等の非鉄金属及

びその合金の圧延品並びに加工品

の製造・販売

設立年月日 昭和26年3月29日

本店所在地　 東京都港区新橋五丁目11番3号

代表者の役職・氏名　 代表取締役社長 桝田 和彦

資本金　 20,211 百万円

発行済株式数　 普通株式 367,567,811株

純資産　 43,306 百万円（連結）

総資産　 373,082 百万円（連結）

決算期　 ３月31日　

従業員数　 4,499 名（連結）

当社との関係等

　資本関係

 

 

 

　人的関係

 

 

 

 

  

　取引関係

 

　関連当事者への

　該当状況　

 

　住友軽金属は、提出日現在、当社

の発行済株式数の83.2%（普通株

式の発行済株式数の75.6%、後配

株式の発行済株式数の100%）を

所有している。

　住友軽金属の取締役１名が当社

の代表取締役を兼務している他、

住友軽金属の監査役１名及び従業

員１名がそれぞれ当社の監査役を

兼務している。また、住友軽金属か

ら当社に従業員６名が出向して

いる。

　当社は住友軽金属より材料の購

入を行っている。また、当社は住友

軽金属から借入を行っている。

　住友軽金属は、当社を連結子会

社としており、関連当事者に該当

する。　
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２【その他】

　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社日本アルミ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡沼　照夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中畑　孝英　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 駿河　一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本アルミ

の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成20年10月1日から平成20年12

月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本アルミ及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成績並びに第3四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年2月9日開催の取締役会において、平成21年7月31日を効力発生日

として、住友軽金属工業株式会社を完全親会社、会社を完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で、株式交換

契約を締結した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社日本アルミ(E01302)

四半期報告書

30/30


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

